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（５）資格等取得状況・職業訓練等受講経験の状況

職業訓練等の受講経験・今後の受講希望

受講した職業訓練の有効度

仕事を進める上での知識・技能等を高める必要性の有無と必要性のある場合のその理由

現在持っている資格等・今後取得したい資格等

（６）今までの就労経験

現在の職に就くまでの就労経験の有無と就労場所

今までの仕事の内容

離職経験の有無

勤めた会社数

離職理由

（７）就職後障害者になった人の状況

どこで障害を受けたか（今の会社かその他か）

社会復帰のための訓練受講経験の有無

訓練受講形態（勤務扱いか、休職期間か、離職後かなど）

訓練内容

就職後障害者の雇用継続のために必要な事項

５ 調査方法 

各企業へ当該人数分調査用紙を配送し、企業の担当者より各調査対象従業員に配付する。当該従業員は

記入後個別に封をし、企業担当者を経ずに直接、障害者職業総合センターに返送する。

なお、事業主支援部門において集計・分析を行う。
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